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第 300 回

自動車関連部品製造業のＡ社は、地域と
共生する企業理念のもと、月１回工場周辺
のボランティア清掃活動、交通安全週間に
は、近隣交差点や横断歩道に立ち横断中の
旗を示すなど交通安全協力、地域の住民を
夏祭りに招待するなどを行っていた。いつ
もどおりに数班に分かれ清掃活動をしてい
たところ、道路わきの植え込みの草むしり
作業をしていたＢは雑草内にあったガラス
の破片で指を切ってしまったものである。

工場周辺の清掃作業は、会社が行ってい
る地域貢献活動中に起きたものであり、工
場周辺の清掃活動が会社の指揮命令に沿っ
て行われていると認められること、また、
業務遂行中の負傷であることから業務上災
害であると判断された。

　
労災に該当するかの判断は、「業務上の
負傷、疾病、障害または死亡」で、その災
害が業務に起因したものであるか（業務起
因性）と、災害が業務の遂行中に発生（労
働者が事業主の支配ないし管理下にある状
態で発生した）したものであること（業務
遂行性）が必要とされている。
地域貢献活動（今回の場合は、工場周辺
の清掃活動）が、まずに業務にあたるのか
という点である。Ａ社は企業理念にもある
ように、地域と共生して企業運営をしてお
り、全従業員に対し、毎月第３水曜日の16
時30分から、清掃活動をするように決まっ
ていて、何年もにわたり実施していた。仕
事上どうしても離席できない理由のある社
員や体調不良などの場合以外は、全員清掃

が

え
る
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活動に従事していた。Ｂも当然のごとく、
いつものように清掃活動に従事し、負傷し
たものある。
会社として清掃作業を行うように従業員
に指示していること、仕事上や健康上の理
由など一部を除き、全員を対象としている
こと、Ｂの自由意思に基づき清掃活動を拒
否できる環境ではなく、清掃活動中の賃金
の減額もされていない。以前に仕事の多忙
を理由に清掃活動に毎回参加しようとしな
い従業員に対して、業務の一環なので協力
するよう指導したこともあった。このよう
なことから、Ｂが行っていた清掃活動は、
会社の業務命令に基づく業務の一環である
と判断された。清掃作業をしている最中で、
事業主の管理下である状態中に発生した負
傷であるので業務遂行性についても認めら
れた。
月１回の清掃作業が任意であり、従業員
の自由意思で参加した場合には、必ずしも
業務とは認められない可能性も出てくる。
この場合は、個別に業務起因性と業務遂行
性を判断することになる。
近年、ボランティア休暇を採用している
企業も増えつつあるが、会社にボランティ
ア休暇があり、そのボランティア休暇中の
ケガについては、次のような判断がされる。
Ｂが行った清掃活動が会社の指示したもの
ではなく、会社の制度であるボランティア
休暇を取得中にＢ自身で見つけてきたボラ
ンティア活動中にケガをした場合などであ
る。労災の認定がされるか否かについては、
先に記載した業務起因性と業務遂行性で判
断されることになるが、ボランティア休暇
中はあくまでもボランティア活動をするた
めに会社から休暇を取得し活動を行うこと
が多く、業務とは関連性がなく労災とは無
関係ということが一般的である。従業員の

自由意思に基づいて任意で参加したボラン
ティア活動については業務上であるとは認
められないため、労災には該当しなくなる。
同じボランティア活動であっても、扱いが
異なるので注意が必要である。
今後、日本においては来年オリンピッ
クなどが開催され会社としてボランティア
活動に参加する場合や、従業員が個人的に
ボランティア休暇を取りボランティア活動
をしようとする機会が増えることも考えら
れる。会社がボランティア活動や地域貢献
活動を行う場合には、従業員に対して活動
を行う趣旨を説明すること、想定されるリ
スクの検討、災害時の対応方法、労働者災
害補償保険法適用の可否など、十分に検討
し運用をするようにし労働者の安全配慮に
欠けることのないようにしなければいけな
い。また、従業員がボランティア休暇制度
を利用してボランティア活動を行う際は、
従業員の自由意思に基づいての行動なので
会社とは無関係と客観視するのではなく、
個人でボランティア活動保険を掛けること
など従業員への情報提供なども行い、災害
に遭わないように意識付けを行うことも必
要といえるであろう。

◇ SRアップ21：www.srup21.or.jp

業務遂行性検証 事故① 事故②
A：業務に従事してい
るか △ 〇

B：事業主の支配下に
あるか 〇 〇

C：施設管理下にある
か 〇 ×

判断 業務遂行
性あり	

業務遂行
性あり


